
○本交付運用報告書は、運用報告書（全体版）に記載すべき事項のうち重要なものを記載した書面です。その他の

内容については、運用報告書（全体版）に記載しております。

○当ファンドは、投資信託約款において運用報告書（全体版）に記載すべき事項を電磁的方法によりご提供する旨

を定めております。運用報告書（全体版）は、下記の手順でご覧いただけます。

＜閲覧方法＞

下記ホームページにアクセス→「コドモファンド」→「運用報告書・目論見書」

○運用報告書（全体版）は、受益者の方からのご請求により交付されます。交付をご請求される方は、下記お問合

せ先までお問い合わせください。

【お問合せ先】
株式会社パリミキアセットマネジメント

〒104-0061東京都中央区銀座二丁目８－４　泰明ビル２階
［ホームページ］https://pmam.co.jp
［通話料無料ダイヤル］0800-5000-968

［営業時間］９:00～17:00（土日祝日・年末年始を除く）

コドモファンド

追加型投信／内外／株式／ファミリーファンド

第13期末（2026年2月25日）

基 準 価 額 34,043円

純 資 産 総 額 16,201百万円

第13期（2025年2月26日～2026年2月25日）

騰 落 率 35.1％

分 配 金 （ 税 込 ） 合 計 0円

（注１）騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

（注２）純資産総額の単位未満は切捨てして表示しております。

交付運用報告書
第13期（決算日2026年2月25日）

（作成対象期間2025年2月26日～2026年2月25日）

受益者の皆さまへ

　平素は「コドモファンド」に格別のご愛顧を賜

り、厚く御礼申し上げます。

　当ファンドは、第13期決算を行いましたので、当

期の運用状況をまとめております。

　当期間も信託財産の長期的な成長を図ることを目

的とした運用を行って参りましたこと、合わせてご

報告申し上げます。

　今後も、皆さまの長期投資の充実のため、努めて

参りますので、より一層のお引き立てを賜りますよ

う、お願い申し上げます。
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運用担当者の紹介

　マーケットの分析、グローバルなネットワークに基づいたファンド分析、ポートフォリオ管理など、独特の視点で

運用を行っています。週一回の運用会議と月一回の投資政策委員会では、社内での情報共有、意見交換を行っていま

す。

■取締役チーフインベストメント
オフィサー

1988年に富士銀行（現みずほ銀行）に入行し、主に国際部門を中心に国内及

び証券部門にて従事。1998年には当時のスイス富士銀行（スイス・チュー

リッヒ）に駐在し、プライベートバンキングや運用の奥深さを体現し、以来

マーケットの魅力に取りつかれました。

2004年にドイツ銀行のプライベートバンキング部門に転職。その後独立し、

ファミリーオフィスの運用を担当。１か月の内、約半分近くを海外に出張

し、年間約100以上の世界中のファンドマネージャーとミーティングを行っ

ていました。その時に、多根さんと出会いました。

2009年にシンガポールに拠点を移し、ファンドに限らずあらゆる金融商品の

運用を行い、2017年に帰国後も個人投資家として相場・トレードの研究に勤

しんでまいりました。

相場で大切なことは大局観であり、ファンダメンタル同様、時間と価格の分

析も行いながら大局観を把握し、それに見合った旬なファンドを常にアップ

デートしていきたいと考えております。

2023年7月から現職。

趣味はサッカーと音楽。好きなサッカーチームは、幼少期をミラノ（イタリ

ア）で過ごしたこともあり、50年来のインテル・ファン。

宇野　隆一郎

■シニアストラテジスト 1990年に和光証券（現みずほ証券）に入社し、ニューヨーク駐在を含めて定

量的なモデル開発・運用に携わりました。1999年には朝日ライフアセットマ

ネジメントに転職、シニアファンドマネージャーとしてオルタナティブ投資

のファンド調査・管理等を通じて資産運用と向き合いました。

2006年に外資系のクレディ・スイス投信（現アバディーン投信）に転職。リ

スクマネジメント部長（東京）として運用プロダクトのリスク管理に取り組

みました。在職中の2008年にリーマンショックが発生してリスク管理のむず

かしさを痛感する体験をしています。

2010年からは、知人（イタリア人）が運営する運用リスク管理の小さなコン

サルティング会社を手伝い、平行して東京工業大学（現東京科学大学）の研

究員（非常勤）をやりつつ、いくつかの大学・大学院で非常勤教員を担当し

ました。教員の経験を通じて「学生さんにおしえることは自分が学ぶことで

ある」との貴重な示唆を得ています。

2019年に朝日ライフアセットマネジメントに再入社してシニアファンドマ

ネージャーとして機関投資家向けのファンド・オブ・ヘッジファンズの運

用・管理を担当しました。

2025年から現職。

趣味は散歩と読書。スポーツ観戦が好きなこともあり、栗山ＷＢＣ前監督の

著書「栗山ノート１・２」は、最近の好きな本の一つになっています。趣味

とは別に、小さいころから神奈川に住みつつＴＶで関西の新喜劇を視聴して

いた影響もあり、今もお笑い番組が好きです。

西山　昇
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運用経過の説明

期中の基準価額等の推移（2025年2月26日～2026年2月25日）

基準価額の動き 基準価額は期首に比べ35.1％の上昇となりました。

（注１）当ファンドは、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。

（注２）分配を行っていないため、分配金再投資基準価額は表示しておりません。

（注３）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

第13期首 25,202円

第13期末 34,043円

（既払分配金） (0円)

騰落率 35.1％
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１万口当たりの費用明細

項目

当期

項目の概要（2025年2月26日～2026年2月25日）

金額 比率

円 ％

(a) 信託報酬 311 1.100 (a) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

（投信会社） (177) (0.626) ・委託した資金の運用の対価

（販売会社） (124) (0.439) ・交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後

の情報提供等の対価

（受託会社） (9) (0.032) ・運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

(b) 売買委託手数料 20 0.071 (b) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数

（投資信託受益証券） (19) (0.067) ・投資信託受益証券・投資証券の売買に係る支払手数料

（投資証券） (1) (0.004)

(c) 保管費用等 1 0.004 (c) 保管費用等＝期中の保管費用等÷期中の平均受益権口数

合計 333 1.178

期中の平均基準価額は28,274円です。

（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

（注２）消費税は報告日の税率を採用しております。

（注３）金額は項目毎に円未満は四捨五入して表示しております。

（注４）比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目毎に小数点以下第４位を四捨五

入して表示しております。

【参考情報】

経費率（投資先ファンドの運用管理費用以外の費用を除く）

　当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を除

く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した経費率（年率）は、1.97％

です。

経費率（①＋②） 1.97％

①当ファンドの費用の比率 1.18％

②投資先ファンドの経費率 0.79％

・投資先ファンドとは、当ファンドが組入れているパリミキ・ファミリーオフィス・マザーファンド（以下、「親投資信託」といいます。）の投資先（投資信託証

券・投資証券）です。

・①の各費用は、１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。

・②の投資先ファンドの費用は、１万口当たりの費用明細をもとに、親投資信託の投資先ファンドの各月末保有比率に当該投資先ファンドの運用管理比率を乗じて

算出した概算です。

・各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。

・各比率は、年率換算した値です。小数点以下第３位を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

・①の費用と②の費用は、計上された期間が異なる場合があります。

・上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

・投資先ファンドには運用管理費用以外の費用がある場合がありますが、上記には含まれておりません。

経費率
1.97％

投資先
ファンド

運用管理費用
0.79％

当ファンド
1.18％

運用管理費用
0.79％

運用管理費用（受託会社）
0.03％

運用管理費用（販売会社）
0.44％

運用管理費用（投信会社）
0.63％

その他費用
0.08％
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最近５年間の基準価額等の推移

2021/2/25
決算日

2022/2/25
決算日

2023/2/27
決算日

2024/2/26
決算日

2025/2/25
決算日

2026/2/25
決算日

基準価額（円） 21,242 20,001 20,433 24,304 25,202 34,043

期間分配金合計（税込） － － － － － －

分配金再投資基準価額の騰落率 15.7％ －5.8％ 2.2％ 18.9％ 3.7％ 35.1％

純資産総額（百万円） 9,701 9,219 9,170 10,876 11,279 16,201

（注１）当ファンドの目的・特色に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。

（注２）分配を行っていないため、分配金再投資基準価額は表示しておりません。

（注３）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

（注４）純資産総額の単位未満は切捨てして表示しております。

投資環境

　2025年3月から2026年2月にかけての12か月は、4月初旬のトランプ大統領の「相互関税」発表による急激な下落と

その後、後半にかけての力強い回復、及び「米国一極集中」から「グローバル分散」への転換が見られた１年でした。

　3〜5月では、それまでトランプ大統領による関税を警戒して株式市場は軟調に推移していたものの、4月初旬に発

表された内容が想定を超えるものであったことからＶＩＸ指数が40を超えるなど、世界の株式市場は急落し、Ｓ＆Ｐ

500で一時高値から▲20％程度下落する水準まで下落し株安、債券安、通貨安となりました。その後急遽90日間の猶

予措置を示したことから市場は急反発し、5月末には主要市場が発動前を回復する水準まで回復しました。

　6〜9月は、日米の関税が15％で決着しＦＲＢが9月に利下げサイクルを開始したことを背景に、リスク資産全般が

上昇基調を強めました。7月に勃発した地政学リスク（イスラエル・イラン衝突）も停戦合意で収束し、Ｓ＆Ｐ500お

よび日本株はともに史上最高値を更新しました。8月以降は、ゴールドの上昇トレンドが見られました。

　10月〜2025年末は、日米の政治イベントが相場を動かしました。日本では、自民党総裁選挙が行われ、高市政権が

誕生し積極財政路線が鮮明となり、日経平均は史上最高値を記録しました。ＦＲＢは計３回の利下げを実施し、日銀

は12月に30年ぶりとなる0.75％への利上げを決定。日米の対照的な政策の分岐が見られました。

　2026年1〜2月の期間は、米国がベネズエラへ侵攻し、大統領を拉致するなど地政学リスクの高まりを受けてゴール

ドがさらに急騰した一方、その月末には、タカ派と見られる次期ＦＲＢ議長が指名されたことにより急落するなどボ

ラティリティは高まりました。2月はＡＩエージェントの台頭によるＳａａＳ株の下落やプライベートクレジット解

約制限による信用リスク懸念が台頭しました。一方、日本では衆院選で自民党が戦後最多議席を獲得し、日経先物が

一時60,000円台を付けるなど日本株の上昇が目立ちました。

当ファンドの運用経過と基準価額の主な変動要因

　当ファンドは、2025年9月1日にファミリーファンド化し、パリミキ・ファミリーオフィス・マザーファンドのベ

ビーファンドとして運用形態を移行しました。主要投資対象であるパリミキ・ファミリーオフィス・マザーファンド

受益証券を高位に組入れ、期末の実質的な組入比率は100.01％となりました。

　下記の結果、当ファンドの年間パフォーマンスは、35.1％となりました。

＜パリミキ・ファミリーオフィス・マザーファンド＞

　2025年3月〜2026年2月の運用期間を振り返ると総じて、日本株式ファンド、新興国株式ファンド並びにゴールド関

連ファンドが収益大きく貢献しました。4月にトランプ大統領の相互関税の発表を受けて株式市場が急落し、当ファ

ンドも年初来マイナスとなりましたが、他の主要株価指数に対して約半分程度の下落に抑え、その後の株式の急回復

に伴い上昇していきました。日本バリュー株（モーラント・ライト）・東欧株（トリゴン）・日本成長株（ニッポン

グロース）などが大きく収益に貢献しました。ゴールド価格は9月に急騰し、1月にも大きく上昇するなど、全期間で

強含みに推移しました。キャッシュ比率は4月の急落までは一時的に引き上げ、その後はキャッシュ比率を下げるな

ど適宜調節しマーケットに逆らわない運用を実施しました。

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

2021/2/25 2022/2/25 2023/2/27 2024/2/26 2025/2/25 2026/2/25

基準価額（左軸、円）

純資産総額（右軸、億円）

（2021年2月25日～2026年2月25日）



－　　－5

当ファンドのベンチマークとの差異

　当ファンドの目的・特色に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定し

ておりません。従って、当ファンドとベンチマークおよび参考指数との対比グラフは表示しておりません。

分配金

　基準価額の水準、並びに市場環境等を考慮し、当期の分配については０円とさせていただきました。なお、収益分

配に充てなかった利益（留保益）につきましては、元本部分と同様に運用いたします。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項目
当期

（2025年2月26日～2026年2月25日）

当期分配金（税込み） 0円

当期の収益 －

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 24,042円

（注１）当期の収益は経費控除後の配当等収益および経費控除後の有価証券売買等損益、当期の収益以外は収益調整金および分配準備積立金です。

（注２）円未満は切捨てして表示しております。

今後の運用方針

　米国とイスラエルの対イラン戦争が2026年2月末に開始され、ホルムズ海峡実質封鎖の行方とその影響度合いが見

えるまでは変動率が高まる可能性がります。原油価格の高騰からのインフレ率上昇、消費減退、金利上昇、景気減速

懸念から、当面はリスクを抑えた慎重スタンスを継続します。しかしながら、未だ景気後退にまでなっていないこと、

米国の企業業績の加速が引き続き見込まれていることなどから、株式市場は最終的には来年にかけて上昇することが

メインシナリオでおり、地政学リスク、信用収縮リスクを注視しながら、イラン情勢に係る終結が見られた場合や、

大きな調整が入った場合などはリスクポジションを積み上げていく予定です。

お知らせ

　2025年4月1日付で、投資信託及び投資法人に関する法律第14条の改正に伴い、投資信託約款に所要の変更を行いま

した。

　また、2025年9月1日付で、当ファンドと同一の運用を行う「パリミキ・ファミリーオフィス・マザーファンド（以

下「親投資信託」といいます。）を主要投資対象とする、ファミリーファンド方式に投資信託約款を変更いたしまし

た。

当ファンドの概要

商 品 分 類 追加型投信／内外／株式／ファミリーファンド

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 親投資信託を通じて、信託財産の長期的な成長を目指して積極的な運用を行います。

主 要 投 資 対 象 親投資信託の受益証券を主要投資対象とします。

運 用 方 法

主として、親投資信託の受益証券への投資を通じて、信託財産の長期的な成長を目指しま

す。

親投資信託の受益証券の組入れ比率は、原則として高位を維持することを基本とします。

親投資信託の運用にあたっては、以下の方針を基本とします。

ａ．主として、国内外の投資信託証券に投資し、信託財産の長期的な成長を目指します。

ｂ．投資信託証券の組入れ比率は、原則として高位をいじしますが、景気動向や市況動向を

勘案して低位になることがあります。また、投資信託証券の銘柄の入替えを行うことが

あります。

分 配 方 針

毎決算時に、収益分配方針に基づいて分配を行います。分配金額は、委託会社が基準価額水

準、市況動向等を勘案し決定します。（分配を行わないことがあります。）当ファンドは分

配金再投資専用とします。



－　　－6

（参考情報）当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較

（注１）全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。

（注２）2021年2月末から2026年1月末の５年間の各月末における１年間の騰落率の最大値・最小値・平均値を示したものです。

（注３）上記の騰落率は、直近月末から60ヶ月遡った算出結果であり、決算日に応対した数値とは異なります。

【各資産クラスの指数】

日 本 株：Morningstar 日本株式指数（税引前配当込み、円ベース）：Morningstar,Inc.が発表している株価指数で、日本に上場する株式で構成されています。

先進国株：Morningstar 先進国株式指数（除く日本、税引前配当込み、円ベース）：Morningstar,Inc.が発表している株価指数で、日本を除く世界の先進国に上場す

る株式で構成されています。

新興国株：Morningstar 新興国株式指数（税引前配当込み、円ベース）：Morningstar,Inc.が発表している株価指数で、世界の新興国に上場する株式で構成されてい

ます。

日本国債：Morningstar 日本国債指数（税引前利子込み、円ベース）：Morningstar,Inc.が発表している債券指数で、日本の国債で構成されています。

先進国債：Morningstar グローバル国債指数（除く日本、税引前利子込み、円ベース）：Morningstar,Inc.が発表している債券指数で、日本を除く主要先進国の政府

や政府系機関により発行された債券で構成されています。

新興国債：Morningstar 新興国ソブリン債指数（税引前利子込み、円ベース）：Morningstar,Inc.が発表している債券指数で、エマージング諸国の政府や政府系機関

により発行された米ドル建て債券で構成されています。

※全て税引前の利子・配当込みの指数値を使用しています。海外資産の指数については、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円ベースの指数値を使用しています。

＜重要事項＞

当ファンドは、Morningstar, Inc.、又はイボットソン・アソシエイツ・ジャパン株式会社を含むMorningstar, Inc.が支配する会社（これらの法人全てを総称して

「Morningstarグループ」と言います）が組成、推薦、販売または宣伝するものではありません。Morningstarグループは、投資信託への一般的な投資の当否、特に

当ファンドに投資することの当否、または当ファンドが投資対象とする市場の一般的な騰落率と連動するMorningstarのインデックス（以下「Morningstarインデッ

クス」と言います）の能力について、当ファンドの受益者又は公衆に対し、明示又は黙示を問わず、いかなる表明保証も行いません。当ファンドとの関連において

は、パリミキアセットマネジメント（以下「当社」と言います）とMorningstarグループとの唯一の関係は、Morningstarのサービスマーク及びサービス名並びに特

定のMorningstarインデックスの使用の許諾であり、Morningstarインデックスは、Morningstarグループが当社又は当ファンドとは無関係に判断、構成、算定して

います。Morningstarグループは、Morningstarインデックスの判断、構成又は算定を行うにあたり、当社又は当ファンドの受益者のニーズを考慮する義務を負いま

せん。Morningstarグループは、当ファンドの基準価額及び設定金額あるいは当ファンドの設定あるいは販売の時期の決定、または当ファンドの解約時の基準価額

算出式の決定あるいは計算について責任を負わず、また関与しておりません。Morningstarグループは、当ファンドの運営管理、マーケティング又は売買取引に関

連していかなる義務も責任も負いません。Morningstarグループは、Morningstarインデックス又はそれに含まれるデータの正確性及び／又は完全性を保証せず、ま

た、Morningstarグループは、その誤謬、脱漏、中断についていかなる責任も負いません。Morningstarグループは、当社、当ファンドの受益者又はユーザー、また

はその他の人又は法人が、Morningstarインデックス又はそれに含まれるデータを使用して得る結果について、明示又は黙示を問わず、いかなる保証も行いませ

ん。Morningstarグループは、Morningstarインデックス又はそれに含まれるデータについて明示又は黙示の保証を行わず、また商品性あるいは特定目的又は使用へ

の適合性に関する一切の保証を明確に否認します。上記のいずれも制限することなく、いかなる場合であれ、Morningstarグループは、特別損害、懲罰的損害、間

接損害または結果損害（逸失利益を含む）について、例えこれらの損害の可能性を告知されていたとしても責任を負いません。
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当ファンドのデータ

コドモファンドの組入資産の内容

第13期末（2026年2月25日）
組入比率

パリミキ・ファミリーオフィス・マザーファンド（親投資信託） 100.01％

その他（短期金融資産等） －0.01％

組入ファンド数 1銘柄

（注１）組入比率は純資産総額に対する割合です。

（注２）詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載されています。

（注３）小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

（注１）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。

（注２）国別配分については投資しているファンドの発行国を表示しております。

（注３）小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が100％とならない場合があります。

コドモファンド純資産等

第13期末（2026年2月25日）

純資産総額 16,201,826,517円

受益権総口数 4,759,250,967口

１万口当たり基準価額 34,043円

（注）当期（当作成期間）中における追加設定元本額は435百万円、同解約元本額は151百万円です。

親投資信託受益証券
100.01％

その他
－0.01％

■資産別配分

日本円
100.00％

■通貨別配分

日本
100.00％

■国別配分
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組入ファンドの概要

　以下は当ファンドが投資対象としているファンドの現況です。詳細な内容については運用報告書（全体版）に記載

しております。

パリミキ・ファミリーオフィス・マザーファンド

■組入上位10銘柄（2026年2月25日現在）

銘柄名 比率（％）

１ ピクテ・ゴールド　為替ヘッジ付き（スイス籍オープンエンド型投資信託） 17.8

２ モーラント・ライト・フジ・イールド・ファンド（アイルランド籍オープンエンド型投資信託） 12.2

３ ニッポン・グロース（ＵＣＩＴＳ）ファンド（アイルランド籍オープンエンド型投資信託） 7.9

４ コムジェスト世界株式ファンド（適格機関投資家限定） 5.2

５ トリゴン・ニュー・ヨーロッパ・ファンドＤ（ルクセンブルグ籍オープンエンド型投資信託） 5.9

６ シンプレクス中計ファンド（ロング）（適格機関投資家専用） 4.2

７ トリゴン・ニュー・ヨーロッパ・ファンドＣ（ルクセンブルグ籍オープンエンド型投資信託） 3.5

８ コンウェーブ・ゴールド・エクイティ・ファンド（ルクセンブルグ籍オープンエンド型投資信託） 3.4

９ コムジェスト・ヨーロッパ・ファンド90（適格機関投資家限定） 3.9

10 ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ（適格機関投資家専用） 3.2

組入ファンド数 18銘柄

（注）比率は、純資産総額に対する割合です。

（注１）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。

（注２）国別配分については投資しているファンドの発行国を表示しております。

（注３）小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が100％とならない場合があります。

投資信託証券
48.4％

投資証券
30.8％

その他
20.9％

■資産別配分

日本円
77.3％

米ドル
8.8％

ユーロ
13.9％

■通貨別配分

日本
48.4％

アイルランド
7.2％

ルクセンブルグ
25.9％

スイス
7.9％

アメリカ
9.5％

リヒテンシュタイン
2.0％

その他
6.5％

■国別配分

■１万口当たりの費用明細

項目

当期

（2025年9月1日～2026年2月25日）

金額（円） 比率（％）

(a) 売買委託手数料 5 0.05

（投資信託受益証券） (5) (0.05)

(b) 保管費用等 1 0.01

合計 6 0.05

（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約に

よって受益権口数に変動があるため、下記の簡便法により算出した

結果です。

(a) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数

(b) 保管費用等＝期中の保管費用等／期中の平均受益権口数

（注２）各項目毎に円未満は四捨五入してあります。

（注３）上記項目の概要につきましては運用報告書（全体版）をご参照くだ

さい。
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